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はじめに

｢二つの高齢化｣－｢居住者の高齢化｣、｢建物の高齢化｣に備える

「二つの老い」 ・築40年以上の｢高経年化マンション｣の増加に伴い、｢居住者の高齢化｣
｢建物の高齢化｣等が進んでいます。そういった中で国や地方公共団体も
マンションの｢老朽化｣や｢管理不全マンション｣等の予防・対策として
マンションに関する法改正、施策等が相次いで打ち出されています。

2020年 マンション管理適正化法の改正
マンション管理組合の管理計画認定制度ができる。

2021年 ｢長期修繕計画ガイドライン及び同コメント｣の改訂
2022年 地方公共団体による｢マンション管理認定制度｣がスタート
2023年 マンション標準管理委託契約書の改訂

・その他、今後も ｢区分所有法改正｣ の改訂等が検討されています。

「長期修繕計画」
の必要性

・その中で建物の｢老朽化｣を予防し、適切に維持管理していくために必要な
ものが｢長期修繕計画｣であり、その作成を支援するものが｢長期修繕計画
作成ガイドライン｣です。

「管理計画
認定制度」

・又、マンションの管理改善、管理水準の向上のために策定された｢管理計画
認定制度｣の中でも長期修繕計画に関わる｢認定基準｣が定められています。
今回は、｢長期修繕計画｣と｢管理計画認定制度｣について概要程度になりますが
お話しいたします。

１



□ 「長期修繕計画作成のポイント」

｢長期修繕計画｣とは

長期修繕計画とは ・マンションの快適な居住環境を確保し、資産価値の維持向上を図るためには
建物の経年劣化に対して｢適時適切な修繕工事｣を行うことが必要です。

・また必要に応じて建物・設備の｢性能向上を図る改修工事｣を行うことも望ま
れます。

・そのためには、適切な｢長期修繕計画｣を作成し、これに基づいた｢修繕積立金｣
の額を設定し、積み立てることが必要です。

・修繕工事の費用は多額になり、一括で徴収することは難しい場合が多く、必要
な修繕工事が行えなかったり、後回しになり後で大きな負担が発生することに
もなりかねません。

・そのようなことがないように、将来予想される改修工事計画を作成し、
必要な費用を算出し、月々の｢修繕積立金｣を設定するために｢長期修繕計画｣は
作成するものです。
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「長期修繕計画作成ガイドライン」の目的

国交省｢長期修繕計画
作成ガイドライン｣

の目的

・長期修繕計画の作成にあたっての指針
・｢基本的考え方｣と｢長期修繕計画標準様式｣を使用しての作成方法を示す。

これにより適切な長期修繕計画作成を促し、計画修繕工事の円滑な実施
を図ることを目的としています。

｢長期修繕計画｣作成、
修繕積立金の額の

設定の目的

・マンションの快適な居住環境の確保、資産価値の維持のためには、適時
適切な修繕工事を行うことが必要。
必要に応じて建物・設備の性能向上を図る改修工事を行うことも望まれます。

・そのためには、以下の項目を目的とした長期修繕計画が必要
①将来見込まれる修繕工事の内容、時期、概算工事費等を明確にする。
②工事実施のために積み立てる修繕積立金の額の設定と根拠を明確にする。
③長期修繕計画についてあらかじめ合意しておき、計画修繕工事の円滑な
実施を図る。

「長期修繕計画」
の対象範囲

・建物の｢共用部分｣及び｢付属施設｣と組合管理部分である敷地を対象とします。

「専有部工事」
も含める場合

・給排水管の更新工事等において、共用部と専有部工事を同時に行うことに
より、工事費用の軽減が見込まれる場合は、一体として工事を行うことも
考えられます。
その場合は、専有部工事についても長期修繕計画に含め、その工事費用を
修繕積立金から拠出することについて、管理規約に規定することが必要です。
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「長期修繕計画作成ガイドライン」― 基本的な考え方

「長期修繕計画」
作成の前提条件

①新築マンションの場合、推定修繕工事は、建物及び設備の性能・機能を
新築時と同等水準に維持、回復させる工事を基本とする。

②既存マンションの場合、必要に応じて、建物及び設備の性能向上の改修工事
を設定する。
・耐震性や断熱性など建物の性能・機能を新築時の水準から向上させる
改修工事等

③法定点検等の点検、経常的な補修工事を適切に実施する。
→原則、長期修繕計画での修繕工事の対象外

④計画修繕工事の実施の要否、内容等は、事前の調査・診断の結果に基づき
判断する。

「長期修繕計画」
の精度

・長期修繕計画は、将来実施する計画修繕工事の内容、時期、費用等を
確定するものではありません。

・また５年程度ごとに見直すことを前提にしています。
①工事の内容は、現状での一般的な仕様により設定するが、工事の実施時には
技術開発等により異なることがある。

②時期（周期）は、おおよその目安であり、立地条件等により異なる。
③収支計画には、積立金の運用利率、借入金の金利、物価・工事費の変動など
不確定な要素がある。

「長期修繕計画」
の作成・修繕
積立金の額の
設定の条件

・管理規約の規定として次の事項を定めます。
①管理費と修繕積立金の区分経理
②専有部分と共用部分の区分
③修繕積立金の使途範囲
④長期修繕計画等を５年程度ごとに見直す。
その他、必要事項を管理規約で定めておきます。
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「長期修繕計画」作成及び修繕積立金の額の設定の手順

長期修繕計画の
見直し及び修繕積立
金の額の設定の手順

・長期修繕計画の見直し及び積立金の額の設定について、理事会、専門
委員会等で検討を行ったのち、専門家に依頼して長期修繕計画及び
積立金の額を見直し、総会で決議します。

検討体制の整備 ・必要に応じて専門委員会を設定するなど、管理組合の検討体制を整える
ことが必要

調査・診断の実施 ・事前に専門家による設計図書、修繕の履歴等の資料調査、現地調査、
アンケート調査等の調査診断を行い、これらに基づいて作成します。

マンションの
ビジョンの検討

・将来のマンションのビジョンを十分に検討することが必要です。

・どのような生活環境を望むのか、そのために必要とする建物及び設備の
性能・機能、特に「耐震性」「断熱性」等の性能向上を図る改修について
検討します。

・高経年のマンションの場合は、必要に応じて建替えも視野に入れて検討が
望まれます。
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「長期修繕計画」の作成方法 －1

長期修繕計画の
構成－１

｢標準様式｣の利用

長期修繕計画は、｢標準様式｣を参考として作成します。

1.マンションの建物・設備の概要等
敷地、建物・設備及び付属施設の概要
関係者、管理・所有区分
維持管理の状況（法定点検の実施、調査診断の実施、
計画修繕の実施、長期修繕計画の見直し等）
会計状況、設計図書等の保管状況等
－管理規約、設計図書等に基づいて長期修繕計画の
対象となる敷地、建物の共用部分及び付属施設の
範囲を明示することが重要

2.調査診断の概要
建物及び設備の劣化状況、その原因
区分所有者の要望、これらに対する修繕(改修)方法等

３.長期修繕計画の作成・修繕積立金の額の設定の考え方
長期修繕計画作成の目的、計画の前提、計画期間の設定
推定修繕工事項目の設定、修繕周期の設定
推定修繕工事費の算定、収支計画の検討、計画の見直し
及び修繕積立金の額の設定の考え方を示す。

6

【様式第１号】
 〈マンションの建物・

設備の概要等〉

【様式第2号】
〈調査・診断の概要〉

【様式第3-1号】
〈長期修繕計画の作成
・修繕積立金の設定の考え方〉



□ 「長期修繕計画作成のポイント」

「長期修繕計画」の作成方法 －2

長期修繕計画の
構成－２

4.長期修繕計画の内容

①計画期間の設定
計画期間は、30年以上で、かつ大規模修繕工事が
２回含まれる期間以上とする。
５年程度ごとに見直す。

②推定修繕項目の設定
現状の長期修繕計画を踏まえ、設計図書、修繕履歴、
現状の調査診断の結果に基づき設定、必要に応じて
建物・設備の性能向上に関する項目も含める。
－耐震改修、断熱改修等

③修繕周期の設定
マンションの仕様、立地条件を考慮して設定。
建物設備の調査・診断の結果に基づき設定。
部材、工事仕様、工法等の技術革新によっても
周期が変わる可能性がある。

④推定修繕工事費の算定
数量計算は、設計図書、数量計算書、修繕履歴、
調査・診断の結果を参考に｢建築数量積算基準｣等
に準拠して算出する。単価は過去の契約実績、調査
データ、刊行物の単価、専門工事業者の見積価格等
を参考にして設定する。

⑤収支計画の検討
計画期間に見込まれる推定工事費の累計額より
修繕積立金等の累計額が下回らないように計画する。

7

【様式第3-1号】
〈長期修繕計画の作成
・修繕積立金の設定の考え方〉

【様式第3-2号】
〈推定修繕工事項目、修繕周期等
の設定内容〉

【様式第3-2号】
〈推定修繕工事項目、修繕周期等
の設定内容〉

【様式第4-3号、 4-4号】
〈 4-3:長期修繕計画表

    (推定修繕項目別､年度別) 〉
 〈 4-4:推定修繕工事費内訳書〉

→ P.14、P15

【様式第4-1号、 4-2号】
〈 4-1:長期修繕計画総括表〉

 〈 4-2:収支計画グラフ〉
→ P.12、P13
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「長期修繕計画」の作成方法 －3

長期修繕計画の
構成－３

5.修繕積立金の額の設定
・修繕積立金の積立方法は、次の２つがあります。
｢均等積立方式｣：計画期間中の積立金の額が均等になるように設定する方式
｢段階増額積立方式｣：当初の積立額を抑え、段階的に増額する方式
ガイドラインでは、｢均等積立方式｣を基本としています。

・修繕積立金の額の設定方法
計画期間の終期における推定修繕工事費の累計額より修繕積立金の累計額が、下回らない様に
計画する。
計画期間の【推定修繕工事費の累計額】から【計画当初の積立金残高 ＋駐車場・専用庭等使用
料からの繰入金・積立金運用益等の累計額】を差し引き、それを【計画期間(月数) 】で除し、
各戸の【負担割合】を乗じて月当り戸当りの修繕積立金の額を算定します。

8

【様式第５号】

〈修繕積立金の額の設定〉

【推定修繕工事費の累計額】－【②＋③＋④】
必要な各戸修繕積立金 (円/戸・月) ＝ ×【各戸当り負担割合】

計画期間 (計画年数×12ヶ月)

※収入項目 ①修繕積立金累計額
②計画当初の積立金残高
③駐車場・専用庭等使用料からの繰入金累計額
④積立金運用益等累計額

各戸当り専有面積(㎡)
各戸当り負担割合＝

専有面積の合計(㎡)

計画期間全体における （①修繕積立金累計額＋②＋③＋④）
修繕積立金の平均額（円/㎡・月）＝

専有面積の合計(㎡) × （計画年数×12ヶ月）

※次ページ P.10
国交省 ｢積立金に関
するガイドライン｣
「積立金の目安」と
比較してみる。
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「長期修繕計画」の作成方法 －4

モデルケース
にて算定

※国交省
「修繕積立金に関す
るガイドライン」

福管連
「役員のための

ハンドブック」
より引用

6.管理組合認定における、「長期修繕計画」に関わる認定基準
・計画期間30年以上
・積立金の平均額が著しく低額でないこと

・最終年度において借入金残高がないこと→ 修繕積立金累計額が推定修繕工事費累計額を下回らないこと。

9

計画期間全体における
修繕積立金の平均額

円／㎡・月
総専有床面積(㎡) 計画期間(ヶ月)×

4,900㎡ × 30年 × 12ヶ月

241（円／㎡・月）

＝

→

（ Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ）

（ 70,000,000 ＋ 264,600,000 ＋ 90,000,000 ）
＝

＝

A：計画期間当初における
修繕積立金の残高

B：計画期間全体で集める
修繕積立金の総額

C：計画期間全体における専用使用料等
からの繰入額の総額(繰入を行う場合）

P.10国交省「積立金にかんするガイドライン」
「積立金の目安と比較してみる。
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「長期修繕計画」の作成方法 －5

｢修繕積立金額｣の
目安

※国交省:
｢マンションの修繕

積立金に関する
ガイドライン｣

｢長期修繕計画｣の
見直し

長期修繕計画は、次の不確定な事項を含んでいますので、５年程度ごとに
調査・診断を行い見直すことが必要です。
①建物及び設備の劣化状況
②社会環境及び生活様式の変化
③新たな材料、工法等の開発及びそれによる修繕周期、価格等の変動
④積立金運用益、借入金金利、物価、工事価格等の変動

●計画期間全体における修繕積立金の平均額の目安（機械式駐車場を除く）

地上階数／建築延床面積
月額の専有面積当たりの修繕積立金額

事例の3分の２が包含される幅 平均値

【20階未満】

5,000㎡未満 235円～430円／㎡・月 335円／㎡・月

5,000㎡以上～
10,000㎡未満

170円～320円／㎡・月 252円／㎡・月

10,000㎡以上～
20,000㎡未満

200円～330円／㎡・月 271円／㎡・月

20,000㎡以上 190円～325円／㎡・月 255円／㎡・月

【20階以上】 240円～410円／㎡・月 338円／㎡・月

10
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「100年マンション」を目指して

「100年
マンション｣

｢長期修繕計画｣を作成する意義は、その結果をもとに将来に亘って、マンションを｢良好に
維持保全｣をし、長寿命化を図ることです。そのためには、時代的な背景も踏まえ特に次の
ような項目についての検討も大切なことと思われます。

1.耐震補強工事 1981年以前に建てられた旧耐震基準のマンションは、｢耐震診断｣を行い、必要であれば
補強工事を行う。

2.｢省エネ性能｣
の向上

｢快適な住環境｣｢省エネ向上｣等のグレードアップ工事の検討。
外壁や屋上、開口部の断熱改修等、脱炭素社会や光熱費低減等の観点からも、有意義と考え
られます。
特にアルミサッシの性能は、年々グレードアップしており、窓ガラスの断熱性能・気密性・
水密性・遮音性等、格段に良くなっています。
ただし、大きなコストがかかります。
国の補助等もありますので、計画的に改修を考える価値があると思われます。

3.給排水管の
更新

－専有部を
どうするか

給排水管も管種にもよりますが、築40～50年には更新が必要となります。
ここで問題になるのが、専有部の更新をどう考えるかです。
特に排水管は、共用縦管と専有横引管が住戸内でつながっており、工事としては、一体的に
行う方が効率的でコストも安くなります。
専有部分を積立金で行う場合は、管理規約にその旨を規定しておくことが必要です。

4.｢修繕周期」の
考え方

－｢長期経済性｣
を考慮

修繕工事周期の設定に当っては、｢長期経済性｣を考慮して設定する。
外壁や屋上防水等の材料選定に当たっては、価格は高いが耐久性がある材料を選定すること
により、修繕周期が延ばせる。
長期的にみると、修繕回数が減少し、最初は高くつくが、トータルでは安くなる等。
（大規模修繕工事を12年周期で行うと、60年後に5回目、15年周期で行うと、4回目、等）
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□「長期修繕計画」と「管理計画認定制度｣

「管理計画認定制度」における、「長期修繕計画」に関わる認定基準

「標準様式｣に
準拠

総会決議

①｢長期修繕計画標準様式｣に準拠して作成され、長期修繕計画の内容及び
これに基づき算定された修繕積立金額について、集会にて決議されている
こと。

見直しは、
７年以内

②長期修繕計画の作成又は、見直しが７年以内に行われていること。

計画期間
30年以上

大規模２回以上

③長期修繕計画の実効性を確保するため、計画期間が30年以上で、かつ、
残存期間内に大規模修繕工事が２回以上含まれるように設定されていること。

一時的な積立金
の徴収

④長期修繕期間において、将来の一時的な修繕積立金の徴収を予定していない
こと。

積立金の平均額 ⑤長期修繕計画の期間全体での修繕積立金の総額から算定された修繕積立金の
平均額が、著しく低額でないこと。

借入金残高 ⑥長期修繕計画の計画期間の最終年度において、借入金の残高のない長期修繕
計画となっていること。
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○管理計画認定の基準の中で、長期修繕計画について次の項目が定められています。



〈様式第4-1号〉長期修繕計画総括表 13



〈様式第4-2号〉収支計画グラフ 14

年度ごとの推定修繕工事費を表しています。

修繕積立金の次年度繰越金の推移を表しています。

推定修繕工事費の累計額の推移を表しています。 改訂後の修繕積立金の累計額の推移を表しています。

現行の修繕積立金の累計額の推移を表しています。

修繕積立金等累計 改正案

修繕積立金等累計 現行

修繕積立金等累計 次年度繰越金

推定修繕工事費 累計



〈様式第4-3号〉長期修繕計画表（推定修繕工事項目 (小項目 )別、年度別） 15



〈様式第4-4号〉推定修繕工事費内訳書 16



〈様式第５号〉修繕積立金の額の設定 17

差額(円)Ｉ＝Ｃ－Ｈ

Ｊ’≧Ｉ ＯＫ



おわりに

まずは
作成してみる

将来のマンション
のビジョン

次の世代に
つながっていく

｢長期修繕計画｣の作成や｢管理計画認定制度｣の認定を受ける目的は、｢終の棲家｣
であるマンションを良好に維持保全し、末永く安全に、快適に住み続けられる
ようにすることです。
まずは、現状で一度作成してみることが大切です。
それにより、建物の状況や、将来に亘っての必要な修繕工事の内容や積立金の
推移等がわかります。
また、｢管理組合認定基準｣に照らしてみると、自分のマンションがどういう位置
づけにあるのか、問題・課題があるのか等が見えてきます。

同時に、それを機に将来のマンションのビジョンを十分に検討することが、
必要です。
マンションの将来像について、区分所有者の皆さんと議論し｢将来どのような
マンションにするのか｣｢どのような生活環境を望むのか｣ そのために必要な
建物・設備等の性能をどのレベルまでもっていくか等を検討します。
希望を全て満たすには、修繕積立金が不足する場合も考えられます。
水準を現状の積立金で可能な範囲にするのか、値上げも考えて、より希望に
沿ったものにするのか等十分な協議が必要です。
｢長期修繕計画｣｢管理計画認定制度｣は、それらを検討するのに有用な資料と
なります。

より良きマンションライフを目指し、次の世代にもつながっていくような
マンションにして頂きたいと願っています。
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